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①利用者支援事業【一部新規】
子どもや保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の利用について情報収集を行うとともに、それら
の利用に当たっての相談に応じ、必要な助言を行い、関係機関等との連絡調整等を実施する事業

②地域子育て支援拠点事業
家庭や地域における子育て機能の低下や、子育て中の親の孤独感や負担感の増大等に対応するため、地域の子育て中の親
子の交流促進や育児相談等を行う事業

③妊婦健康診査
妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実
施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業

④乳児家庭全戸訪問事業
生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業

⑤・養育支援訪問事業
乳児家庭全戸訪問事業などにより把握した、保護者の養育を支援することが特に必要と判断される家庭に対して、保健師・助
産師・保育士等が居宅を訪問し、養育に関する相談支援や育児・家事援助などを行う事業

・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に資する事業）
要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員

（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業

・市町村は、子ども・子育て家庭等を対象とする事業として、市町村子ども・子育て支援事業計画に従って、以下の事業を実施す
る。（子ども・子育て支援法第５９条）
・国又都道府県は同法に基づき、事業を実施するために必要な費用に充てるため、交付金を交付することができる。
・費用負担割合は国・都道府県・市町村それぞれ1/3（妊婦健診については交付税措置）

地域子ども・子育て支援事業の概要について
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⑥子育て短期支援事業
母子家庭等が安心して子育てしながら働くことができる環境を整備するため、一定の事由により児童の養育が一時的に困難と
なった場合に、児童を児童養護施設等で預かる短期入所生活援助（ショートステイ）事業、夜間養護等（トワイライトステイ）事業

⑦子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）
乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する
者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業

⑧一時預かり事業【一部新規】
家庭において一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児について、保育所、幼稚園その他の場所で一時的に預かり、
必要な保護を行う事業

⑨延長保育事業【一部新規】
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、保育所等で引き続き保育を実
施する事業

⑩病児保育事業
病気の児童について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育等を行う事業

⑪放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 【一部新規】
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室や児童館
等において適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業【新規】
保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・
保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業

⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業【一部新規】
新規参入事業者に対する相談・助言等巡回支援や、私学助成（幼稚園特別支援教育経費）や障害児保育事業の対象となら
ない特別な支援が必要な子どもを認定こども園で受け入れるための職員の加配を促進するための事業
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子ども・子育て支援交付金について

【事業概要】
市町村子ども・子育て支援事業計画に従って実施される利用者支援事業、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラ
ブ、）一時預かり事業等の地域子ども・子育て支援事業を実施する市町村に対し、事業を実施するために必要な費用に
充てるため交付金を交付する。

※ 妊婦健診については従前どおり（市町村１０／１０）

【実施主体】
市町村（特別区含む）

【補助率】

１／３ （都道府県：１／３、市町村：１／３）

※ 従来の指定都市及び中核市を対象とする費用負担の大都市特例（都道府県に負担を求めず全額市負担とする仕組み）に
ついては廃止。
※ 執行については内閣府において実施。

事業概要等

①利用者支援事業【一部新規】
②延長保育事業【一部新規】
③実費徴収に係る補足給付を行う事業【新規】
④多様な主体の参入促進事業【一部新規】
⑤放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

【一部新規】
⑥子育て短期支援事業
⑦乳児家庭全戸訪問事業

⑧養育支援訪問事業
⑨子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
⑩一時預かり事業【一部新規】
⑪地域子育て支援拠点事業
⑫病児保育事業
⑬子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・
センター事業）

平成２７年度予算案
９４２億円

対象事業
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「利 用 者 支 援 事 業 」 に つ い て

子ども・子育て支援の推進にあたって、子ども及びその保護者等、または妊娠している方が教育・保育施設や地域の子育て支援事業等
を円滑に利用できるよう、身近な実施場所で情報収集と提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等
を実施し、支援。

事業の目的

保育所 幼稚園

ファミリー・サポート・
センター

指定障害児
相談支援
事業所

地域の保健師
（保健所）

家庭児童相談
（児相）

保健・医療・福祉などの関係機関（役所、保健所、児童相談所 等）

教育・保育施設及び地域子育て支援事業等の利用支援・援助
（案内・アフターフォローなど）

個別ニーズの把握、
情報集約・提供

相談

（子育て親子の身近な場所）（子育て親子の身近な場所）

利用者支援専門員
子育て中の親子など

子どもを預けたい
子どものことで気にか
かることがある

等々

認定こども園

連絡調整、連携・協働の体制づくり、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・共有、
地域で必要な社会資源の開発等

利用者支援実施施設

主な事業内容

○総合的な利用者支援
子育て家庭の「個別ニーズ」を把握し、教育・保育施設及び地域子育て支援事業等の利用に当たっての「情報集約・提供」「相談」
「利用支援・援助」

○地域連携
子育て支援などの関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくりを行い、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・共有、地域
で必要な社会資源の開発等

実施施設ごとにいずれかの類型を選択して実施。

① 「基本型」：「利用者支援」と「地域連携」を共に実施する形態
（主として、行政窓口以外で、親子が継続的に利用できる施設を活用。）（例；地域子育て支援拠点事業で実施の「地域機能強化型」）

② 「特定型」：主に「利用者支援」を実施する形態 ※地域連携については、行政がその機能を果たす。

（主として、行政機関の窓口等を活用。） （例；横浜市「保育コンシェルジュ事業」）

③ 「母子保健型」：保健師等の専門職が全ての妊産婦等を対象に「利用者支援」と「地域連携」を共に実施する形態
※継続的な把握、支援プランの策定を実施

（主として、保健所・保健センター等を活用。）

放課後児童クラブ
・児童館

放課後児童クラブ
・児童館
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子ども・子育て支援新制度における利用者支援事業の役割について

・子ども・保護者の置かれている環境に応じ、

・保護者の選択に基づき、

・多様な施設・事業者から、

・良質かつ適切な教育・保育、子育て支援を総合的に提供する体制を確保する。

市町村子ども・子育て支援事業計画 利用者支援事業

車の両輪

・個別の子育て家庭のニーズを把握して、適
切な施設・事業等を円滑に利用できるよう
支援。（「利用者支援」）

・利用者支援機能を果たすために、日常的に
地域の様々な子育て支援関係者とネット
ワークの構築、不足している社会資源の開
発を実施。（「地域連携」）

５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育・地域
の子育て支援についての需給計画。
（新制度の実施主体として、全市町村で作成。）

・地域全体の子育て家庭のニーズ（潜在的
ニーズも含む）を基に「需要」を見込む。

・需要に応じて、多様な施設や事業を組み合
わせた、「供給」体制を確保。

子ども・子育て支援新制度の趣旨
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利用者支援事業の役割について

声①

「もう夜中だけど、親
を病院に連れて行く
ので、子どもをあず
かってほしい･･･」

子育て中の親子（妊婦含む）など

声②

「うちの子、よその家
庭の子より落ち着き
が無い気がする･･･」

声③

「最近、子育てがしん
どいです･･･」

利用者支援専門職員

子育て短期
支援事業
子育て短期
支援事業

一時預かり一時預かり

本事業が行われる
施設等の職員

指定障害児相談支援事業所指定障害児相談支援事業所

保健センター
（保健師）
保健センター
（保健師）

子育てサークル子育てサークル

子ども・子育て支援にかかる施設・事業

利
用
者
支
援
事
業

利
用
者
支
援
事
業

連
携

相談対応（来所受付・アウトリーチ）

個別ニーズの把握

ネットワークの構築

社会資源の開発

助言・利用支援

子育て中の親子
の身近な場所
（地域子育て支
援拠点など）で
実施！

本事業が行われる
施設等の職員

日常的に対応 日常的に連携

連
携

などなど

などなど

などなど
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利用者支援事業（母子保健型）について
○ 母子保健に関する相談にも対応するため、利用者支援事業に「母子保健型」を新設し、妊娠期から子育て期にわたる
までの様々なニーズに対して総合的相談支援を提供するワンストップ拠点（子育て世代包括支援センター）を整備する。

○ 利用者支援事業の（母子保健型）については、保健師等の専門職が全ての妊産婦等の状況を継続的に把握し、必要に
応じて関係機関と協力して支援プランを策定することにより、妊産婦等に対しきめ細かい支援を実施する。

妊産婦等

妊娠前 妊娠期 出産 産後 育児

産後ケア事業（心身のケアや育児サポート等）妊婦健診 乳
児
家
庭

全
戸
訪
問

事
業

子育て支援策
・保育所
・里親
・乳児院
・その他子育て支援策両親学級等

妊娠に関する普
及啓発

不妊相談

産前・産後サポート事業（子育て経験者等の「相談しやすい話し相手」等による相談支援）

定期健診 予防接種 養子縁組

○ 妊娠期から子育て期にわたるまでの総合的
相談支援の実施

○ 保健師等の専門職が全ての妊産婦等の状況
を継続的に把握し、必要に応じて関係機関と
協力して支援プランを策定

子育て世代包括支援センター
（利用者支援事業（母子保健型））

助言・指導

【妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援の実施】

連携・委託

・医療機関
（産科等）
・保健所
・児童相談所
・子育て支援機関
・利用者支援実施
施設
・民間機関

・ 様々な悩み等に
対する相談支援
・必要な支援をコー
ディネート
※支援プランに基づ
いた助言・指導

関係機関
相 談
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市町村子ども・子育て支援事業計画における
利用者支援事業「母子保健型」の取扱いについて

○ 新たに創設することとした「母子保健型」の実施内容について、平成２６年度では、「妊娠・出産
包括支援モデル事業」の１事業（母子保健相談支援事業）として実施しているが、「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」（平成26年12月27日に閣議決定）において、「子育て世代包括支援センター」として
全国展開を目指す方向性が打ち出されたことなどを受け、平成２７年度からの本格実施することとした。

○ 本格実施に当たっては、母子保健相談支援事業が利用者支援事業の定義に該当しうる内容であり、
また、子ども・子育て支援法による法的根拠のもとで長期的・安定的な事業を行う観点から、地域
子ども・子育て支援事業の利用者支援事業の一類型として位置づけることとした。他の地域子ども・
子育て支援事業と同様、子ども・子育て支援法に基づく国、都道府県（広域調整等）、市町村（実施
主体）の適切な役割分担の下で、住民ニーズを踏まえ、積極的な事業展開を図っていただきたい。

○ 地域子ども・子育て支援事業は、基本的には、「市町村子ども・子育て支援事業計画」（以下「事業
計画」という）に基づき、国・都道府県から財政支援が行われる仕組みである。
ただし、「母子保健型」は、平成２７年度予算編成過程で利用者支援事業の一類型に位置付けること

としたものであるため、各市町村が現在策定中の事業計画には盛り込まれていない。

○ このため、「母子保健型」を実施する市町村においては、少なくとも今期事業計画期間中に計画の
見直しを行う場合や次期の事業計画の策定の際に、事業計画に盛り込むこととしていただきたい。
そのことを前提として、当面は事業計画上の位置付けがなくとも、財政支援の対象とすることとして

おり、都道府県におかれても同様の取扱いをお願いしたい。
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妊娠・出産包括支援事業の財源について

○ 母子保健相談支援事業、産前・産後サポート事業、産後ケア事業等からなる妊娠・出産包括支援事業について、
母子保健相談支援事業については利用者支援事業「母子保健型」として実施。

○ 各事業を実施するための財源については、利用者支援事業（母子保健型）は地域子ども・子育て支援事業の交付
金により実施し、産前・産後サポート事業又は産後ケア事業のいずれか一方若しくは両事業に要する経費等は、母
子保健衛生費補助金により実施

地域子ども・子育て支援事業の
交付金

利用者支援事業
（母子保健型）

又は
産前・産後
サポート事業 産後ケア事業

※この他、母子保健衛生費補助金では、事業の実施場所の修繕や都道府県によるニーズ把握調査について支援する。

利用者支援事業
（母子保健型）

利用者支援事業
（母子保健型）

産後ケア事業
産前・産後
サポート事業

母子保健衛生費
補助金

１．母子保健型（利用者支援事業として実施）

２．利用者支援事業（母子保健型）＋産前・産後サポート事業又は産後ケア事業（２事業型）

３．利用者支援事業（母子保健型）＋産前・産後サポート事業＋産後ケア事業（３事業型）

参考
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11

○利用者支援事業の「基本型」と「母子保健型」については、いずれの機能も重要であるため地域の実情に応じて、以
下のいずれかのパターンで事業を充実させることを可能とする。いずれにしても、十分な連携が必要。

○両類型を一体的に実施し、妊娠・出産期から子育て期にわたる総合的相談や支援をワンストップで行えるよう、ワン
ストップ拠点（子育て世代包括支援センター）を創設。計画的に整備し、全国展開を図る。

「 基 本 型 」 と 「 母 子 保 健 型 」 の 連 携 に つ い て

≪パターン１≫ 両類型を同一の施設で実施する場合

基本型 母子保健型

同一施設

≪パターン２≫ 両類型を異なる施設で実施する場合

基本型 母子保健型

Ａ施設 Ｂ施設

≪パターン３≫ 「基本型」のみを実施する場合

他市町村で実施している「母子保健型」と連携する方法や、
基本型自体に妊産婦の支援機能を充実させる方法。

基本型 母子保健型

Ａ施設 他市町村の施設

≪パターン４≫ 「母子保健型」のみを実施する場合

他市町村で実施している「基本型」と連携する方法や、就学前
児童などの子育て支援機能を充実させる方法。

基本型母子保健型

Ａ施設 他市町村の施設

一体的実施

連携 連携

一体的実施



地域で子育てを支える

地域子育て支援拠点事業

○ 公共施設や保育所、児童館等の地域の身近な場所で、

乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相談、情報提供等を実施

○ ＮＰＯなど多様な主体の参画による地域の支え合い、

子育て中の当事者による支え合いにより、地域の子育て力を向上

・３歳未満児の約７～８割は

家庭で子育て

・核家族化、地域のつながりの希薄化

・男性の子育てへの関わりが少ない

・児童数の減少

・子育てが孤立化し、

子育ての不安感、負担感

・子どもの多様な大人・子ども

との関わりの減

子育て中の親子が気軽に集い、

相互交流や子育ての不安・悩み

を相談できる場を提供

育児不安

解消
地 域 子 育 て 支 援 拠 点

① 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進

② 子育て等に関する相談、援助の実施

③ 地域の子育て関連情報の提供

④ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施

事 業 内 容

背 景
地域子育て支援拠点の設置課 題

平成２５年度実施か所数
（国庫補助対象分・
少子化室調べ）

６，２３３か所
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地 域 子 育 て 支 援 拠 点 事 業 の 概 要

機能

実施主体

基本事業

実施形態

従事者

実施場所

開設日数等

一 般 型

常設の地域の子育て拠点を設け、地域の子育て支援機能の充実を図
る取組を実施

・地域の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取組（加算）

一時預かり事業や放課後児童クラブなど多様な子育て支援活動を拠点施設で一
体的に実施し、関係機関等とネットワーク化を図り、よりきめ細かな支援を実施する
場合に、「地域子育て支援拠点事業」本体事業に対して、別途加算を行う

・出張ひろばの実施（加算）

常設の拠点施設を開設している主体が、週１～２回、１日５時間以上、親子が集う
場を常設することが困難な地域に出向き、出張ひろばを開設

・地域支援の取組の実施（加算）※
①地域の多様な世代との連携を継続的に実施する取組

②地域の団体と協働して伝統文化や習慣・行事を実施し、親子の育ちを継続的に支
援する取組
③地域ボランティアの育成、町内会、子育てサークルとの協働による地域団体の活
性化等地域の子育て資源の発掘・育成を継続的に行う取組

④家庭に対して訪問支援等を行うことで地域とのつながりを継続的に持たせる取組
※利用者支援事業を併せて実施する場合は加算しない。

子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有する
者 （２名以上）

保育所、公共施設空きスペース、商店街空き店舗、民家、マンション・
アパートの一室等を活用

週３～４日、週５日、週６～７日／１日５時間以上

連 携 型

児童福祉施設等多様な子育て支援に関する施設に親子が集う場を設け、
子育て支援のための取組を実施

・地域の子育て力を高める取組の実施（加算）
拠点施設における中・高校生や大学生等ボランティアの日常的な受入・養成の実施

子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有する者（１
名以上）に児童福祉施設等の職員が協力して実施

児童福祉施設等

週３～４日、週５～７日／１日３時間以上

①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 ②子育て等に関する相談・援助の実施
③地域の子育て関連情報の提供 ④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施

市町村（特別区を含む。）
（社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間事業者等への委託等も可）

①～④の事業を子育て親子が集い、うち解けた雰囲気の中で語
り合い、相互に交流を図る常設の場を設けて実施

①～④の事業を児童福祉施設等で従事する子育て中の当事者や経
験者をスタッフに交えて実施
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妊婦健康診査について

公費負担の現状（平成２５年４月現在）
○ 公費負担回数は、全ての市区町村で１４回以上実施（平均１４．０４回）
○ 里帰り先での妊婦健診の公費負担は、すべての市区町村で実施
○ 助産所における公費負担は、すべての市区町村で実施

○ 受診券方式の市区町村のうち標準的な検査項目を実施する市区町村は５８．９％

公費負担の状況
○ これまで、地方交付税措置により５回を基準として公費負担を行っていたが、妊婦の健康管理の
充実と経済的負担の軽減を図るため、必要な回数（１４回程度）の妊婦健診を受けられるよう、平
成２０年度第２次補正予算において妊婦健康診査支援基金を創設して公費負担を拡充した。
○ 平成２２年度補正予算、平成２３年度第４次補正予算により、積み増し・延長を行い公費負担を
継続。（実施期限：平成２４年度末まで）
○ 平成２５年度以降は、地方財源を確保し、地方財政措置を講ずることにより、恒常的な仕組みへ
移行。

妊婦が受診することが望ましい健診回数
① 妊娠初期より妊娠２３週（第６月末）まで ：４週間に１回
② 妊娠２４週(第７月)より妊娠３５週（第９月末）まで ：２週間に１回
③ 妊娠３６週（第１０月）以降分娩まで ：１週間に１回
（※ これに沿って受診した場合、受診回数は１４回程度である。）

根 拠
○ 母子保健法第１３条（抄）
市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診査を
受けることを勧奨しなければならない
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① 市町村が実施する「地域子ども・子育て支援事業」として、母子保健法に基づく妊婦健診を位置付ける。【第
59条第13号】

② 市町村が策定する「市町村子ども・子育て支援事業計画」(*)に、地域子ども・子育て支援事業の見込み量、
提供体制の確保の内容及びその実施時期の記載を義務付ける。【第61条第2項第2号】

(*) 「市町村は、基本指針に則して、５年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他

この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとす
る。」（第61条第１項）

１．子ども・子育て支援法

○ 厚生労働大臣が、妊婦健診の実施について「望ましい基準」を策定するものとする。【第13条第２項を新設】

* 現在は、課長通知で、公費負担回数や実施時期の考え方、妊婦健診の内容等について示している。

２．母子保健法の改正（関係法律の整備法）

※消費税引上げ（１０％）の時期を踏まえて政令で定める日から施行予定

○ 妊婦健診は、安全・安心な出産のために重要であることから、子ども・子育て関連法案では、「地域子ども・子
育て支援事業」に位置付けるとともに、市町村計画に見込み量等の記載を義務付けることなどにより、妊婦健
診の確実な実施を図ることにしている。

趣旨

子ども・子育て関連法における妊婦健診の位置付け子ども・子育て関連法における妊婦健診の位置付け
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乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
【平成２４年度実施率：９４．１％】

養育支援訪問事業
【平成２４年度実施率：６７．３％】

調整機関
（養育支援訪問事業
中核機関）

特に

必要な

ケース

ケ
ー
ス
対
応
会
議

要保護児童対策地域協議会
【設置率：９８．４％（平成２４年４月１日）】

・ 子育て支援の情報提供
・ 母親の不安や悩みに耳
を傾ける
・ 養育環境の把握

保護者の育児、家事等
養育能力を向上させる
ための支援

進行管理

その他の支援

（児童相談所による対応等）

保健師・助産師・看護師、保育
士、愛育班員、母子保健推進
員、児童委員、子育て経験者
等について、人材発掘 ・研修を
行い、幅広く登用

訪問内容

保健師・助産師・看護
師・保育士等

訪問者

進
行
管
理

ケ
ー
ス
対
応
会
議

母子保健法に基づく訪問事業

連

携

訪問内容

訪問者

児童虐待の発生予防と早期発見・早期対応のための連携
※乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業は、平成２１年４月より法定化・努力義務化
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母子家庭等が安心して子育てをしながら働くことができる環境を整備するため、市町村が一定の事由
により児童の養育が一時的に困難となった場合に児童を児童養護施設、母子生活支援施設、乳児院、保
育所、ファミリーホーム等で預かる短期入所生活援助（ショートステイ）事業、夜間養護等（トワイラ
イトステイ）事業を実施。

（１）短期入所生活援助（ショートステイ）事業
保護者の疾病や仕事等の事由により児童の養育が一時的に困難となった場合、又は育児不安や育児疲れ、慢性疾患児の看

病疲れ等の身体的・精神的負担の軽減が必要な場合に、児童を児童養護施設等で一時的に預かる事業。

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

実施か所数 364か所 430か所 511か所 546か所 592か所 610か所 614か所 651か所 671か所 678か所

※ 母子家庭以外の利用者も利用可能

（２）夜間養護等（トワイライトステイ）事業
保護者が仕事その他の理由により平日の夜間又は休日に不在となることで家庭において児童を養育することが困難となった

場合その他緊急の場合において、その児童を児童養護施設等において保護し、生活指導、食事の提供等を行う事業。

※ 母子家庭以外の利用者も利用可能

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

実施か所数 134か所 210か所 236か所 268か所 311か所 327か所 329か所 354か所 358か所 364か所

子育て短期支援事業

目的・概要
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ファミリー・サポート・センター事業は、乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の
預かりの援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行うもので
ある。
平成２１年度からは、病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急時の預かりなどの事業（病児・緊急対応強化事業）を行って
いる。
なお、本事業については、平成１７年度から次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）、平成２３年度から「子育て支援交付
金」、平成２４年度補正予算により「安心こども基金」へ移行したが、平成２６年度は「保育緊急確保事業」として実施する。
また、平成２７年度から施行予定の「子ども・子育て支援新制度」において、ファミリー・サポート・センター事業は、「地域子ど
も・子育て支援事業」の１つに位置づけられる予定である。

ファミリー・サポート・センター事業の概要

○相互援助活動の例
・保育施設までの送迎を行う。
・保育施設の開始前や終了後又は学校の放課後、
子どもを預かる。
・保護者の病気や急用等の場合に子どもを預かる。
・冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際、子どもを預かる。
・買い物等外出の際、子どもを預かる。
・病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急預かり対応
（平成２１年度から）

○実施市区町村※平成２５年度末実績 （ ）は平成２４年度末実績
・基本事業 ７３８（６９９）市区町村
・病児･緊急対応強化事業 １４２（１２６）市区町村

○会員数 ※平成２５年度末現在 （ ）は平成２４年度末実績
・依頼会員（援助を受けたい会員） ４６６，２８７人（４４０，７８７人）
・提供会員（援助を行いたい会員） １２３，１７３人（１１７，５８４人） 援助を受けたい会員

ファミリー・サポート・センター
〔相互援助組織〕

アドバイザー

援助を行いたい会員

援助の申し入れ 援助の打診
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小規模な施設が多いことを踏まえ、保育所等の職員の支援を受けられる場合には、担当保
育士（※１）を１人以上。
※１ 平均利用児童数が少ない場合、家庭的保育者で可。
※２ 保育従事者は２分の１以上を保育士とし、保育士以外は一定の研修を受けた者。
※３ 地域密着Ⅱ型は当分の間実施可。

H25 Ｈ２７ 【新制度施行】

児童の居宅において一時預かりを実施。

一時預かり事業について

○ 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を保育所等で一時的に預かる事業について、事業の普及を
図るため下記のとおり事業類型等を見直し、①一般型（基幹型加算）、②余裕活用型、③幼稚園型、④訪問型に再編する。

休日等の開所、及び１日９時間以上の
開所を行う施設に加算。

Ｈ２６【保育緊急確保事業】

保育所等において、利用児童数が定員に達していない場合に、定員の範囲内で一時預かり
事業を実施。

現行の幼稚園における預かり保育と同様、在園児
を主な対象として実施。

保育所や地域子育て支援拠点などにお
いて、乳幼児を一時的に預かる事業。

省令の基準に従って実施し、保育士の
数は２名以上。

地域子育て支援拠点などにおいて、乳
幼児を一時的に預かる事業。

省令の基準に準じて実施し、担当者の
数は２名以上。（保育士１名以上）

①一般型（現行事業の後継）

①基幹型加算（継続）

②余裕活用型（新規）

③幼稚園型（幼稚園における預かり保育の後継）

④居宅訪問型（新規）

保育所型・地域密着型（法定事業）

地域密着Ⅱ型（予算事業）

幼稚園における預かり保育
（私立は私学助成、公立は一般財源）
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類型 実施主体 対象となる児童 職員の類型等 設備運営基準

一般型
※在園児、非在園
児の両者を預かる

場合は、同一施設
において一般型、
幼稚園型の併用も
可能

・保育所
・幼稚園
・認定こども園
・その他の場所
（小規模保育を想
定）
（・保育所（特例対
象者のみ）
→単価で差を設け
る）

主に非在籍園児
（主に０～２歳児）

（想定される者）
・二号認定

・三号認定
・その他地域のこども

※３歳児未満の三号

認定以外の子どもは、
一時預かりという性格
から制約が必要

・保育士
・市町村長等が行う研修を修了した者
（保育所等と一体的な場合）
・当該保育所等で保育その他の子育て
支援に従事する職員（≠当該保育所等
の事務員）

・児童福祉施設の設備運営基準（第32条、第33条第２項、第35条）
・半数以上は保育士（利用児童が３人以下の場合は児福則第１条
の32に規定する研修と同等以上の内容を有するものと認められる
ものを修了した者を保育士みなしに）
・保育士の人数は２人を下ることはできないが、保育所等と一体の
場合、専任保育士は１人で他は保育所等で保育その他の子育て
支援に従事する職員（≠当該保育所等の事務員）として良い

※併用する場合、それぞれの類型の基準をいずれも満たすことが原則。

幼稚園型
※在園児、非在園
児の両者を預かる

場合は、同一施設
において一般型、
幼稚園型の併用も
可能

・幼稚園
・認定こども園

※保育所型認定こど

も園及び地方裁量型
認定こども園を含む

主に在籍園児
（主に３～５歳児）

（想定される者）
・一号認定

・二号認定

・保育士
・幼稚園教諭
・市町村長等が行う研修を修了した者

・児童福祉施設の設備運営基準（第32条、第33条第２項）
・半数以上は保育士又は幼稚園教諭
・幼稚園、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園

：幼稚園教育要領
・幼保連携型認定こども園

：幼保連携型認定こども園教育・保育要領
・保育士又は幼稚園教諭の人数は２人を下ることはできないが、
幼稚園等と一体の場合、専任の保育士又は幼稚園教諭は１人で
他は幼稚園等の職員（保育士又は幼稚園教諭に限る）として良い

余裕活用型 ・保育所
・認定こども園
・家庭的保育事業
等
（居宅訪問型除
く。）

・全て（家庭的保
育事業等において
制限なし）

・保育士
・幼稚園教諭
・家庭的保育事業者等として認可を受
けている事業の従事者（居宅訪問型保
育事業を除く）

・保育所：児童福祉施設の設備運営基準（全般）
・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園：認定こども園法第
３条第１項に規定する主務大臣が定める設備及び運営に関する
基準
・幼保連携型認定こども園：幼保連携型認定こども園の設備運営
基準
・家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く）：家庭的保育事
業等の設備運営基準（居宅訪問型保育事業を除く）

居宅訪問型 ・居宅訪問型保育
事業者

・居宅訪問型事業
と同様

・居宅訪問型保育事業者として認可を
受けている事業の従事者

・家庭的保育事業等の設備運営基準

各事業類型の基準について
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幼稚園の「預かり保育」については、私学助成等から円滑な移行ができるよう、幼稚園等が主に園児（教育標準時間認
定の子ども（１号認定子ども））を対象に行う「一時預かり事業（幼稚園型）」を創設

「幼稚園型」の要件等

実施主体 市町村（子ども・子育て支援法に基づく「地域子ども・子育て支援事業」として実施）

実施場所 幼稚園又は認定こども園

対象児童

主に在籍園児（教育標準時間認定（１号認定）の子ども）
※ 保育認定の子どもは、通常の教育時間、預かり保育ともに一括して施設型給付の対象

※園児以外の子どもについては、一時預かり事業（一般型）により対応

・同一施設において、幼稚園型（園児を対象）と一般型（園児以外を対象）を併せて実施可能

（この場合、それぞれの類型の基準を満たすことが必要）

・ただし、主として在籍園児への幼稚園型一時預かり事業を行う中で、併せて実施することも可能

職員
職員数

認可保育所と同じ ０歳児 ３：１ １・２歳児 ６：１
３歳児 ２０：１ ４歳以上児 ３０：１

２人以上の配置を求めるが、幼稚園等の職員（保育士又は幼稚園教諭）からの支援を受けられる場合は、
１人で可 ※ 担当職員は常勤・非常勤を問わない

資 格
保育士、幼稚園教諭（３歳以上児に限る）又は市町村長等が行う研修を修了した者
（ただし、担当職員の半数以上は、保育士又は幼稚園教諭）

設備・
面積

保育室等
認可保育所と同じ ２歳以上児 保育室又は遊戯室 １．９８㎡／人

２歳未満児 乳児室 １．６５㎡／人 ほふく室 ３．３㎡／人 など
※ 通常の教育時間終了後等の保育室又は遊戯室で可

補助単価
（1人当たり日額）

○在籍園児

・基本分：平日及び長期休業日（4時間/日の利用）
- 年間延べ利用者数2,000人超 400円
- 年間延べ利用者数2,000人以下 1,600千円／年間延べ利用者数－400円（10円以下切り捨て）

・休日分：土日祝日等（8時間/日の利用） 800円
・長時間加算：4時間/日（休日は8時間/日）を1時間以上超える場合に加算 100円
○園児以外の子ども
当該子どもの預かり時間等に応じて、上記補助単価を適用（詳細は調整中）

実施形態 利用者の居住市町村が園に委託等して実施（当該市町村域外に所在する園も含む）することを基本とする
（関係市町村間で調整が付く場合は、施設所在市町村が実施可） ※施設型給付と同様の形態

一時預かり事業（幼稚園型）の創設
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「施設型給付」
を受ける
認定こども園
(幼保連携型、幼稚園型)

保育時間に対応する「施設型給付」を受給

〔要件〕
① 幼稚園が認定こども園となり、
② 利用者が市町村から「保育認定」（２号認
定）の支給認定を受ける

市町村から「一時預かり事業」（市町村の「地
域子ども・子育て支援事業」の１類型）を受託
※ 現在の預かり保育が円滑に移行できるよう、資格要件の
緩和等を行うとともに、広域実施を基本形とした「一時預か
り事業（幼稚園型）」を創設

私学助成による預かり保育補助（現行どおり）

「施設型給付」
を受ける
幼稚園

「施設型給付」
を受けない
幼稚園

右記要件を満たす場合
主な例：「保護者の就労」等を理由として

毎日利用する形態

上記以外の場合
主な例：専業主婦家庭などが一時的に

利用する形態

（＊） 市町村が認定こども園や幼稚園に「一時預かり事業」を委託しない場合や、従来の「預かり保育」の支援方法との間に大きな差異がある場合など、
一時預かり事業への円滑な移行が困難な園に対する経過措置（ただし、現在、都道府県による私学助成の預かり保育補助を受けている園に限る）

「一時預かり事業」の受託も可能

（注） 私学助成を受けることができるのは、原則として、学校法人立の私立幼稚園に限られる。

幼稚園の「預かり保育」の新制度における取扱い

引き続き、私学助成による預かり保育
補助を受ける必要がある場合（＊）

原則として、「一時預かり事業」に移行

原則として、引き続き私学助成による補助
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（参考）基本的な実施形態

幼稚園型については、特に市町村を越えた利用が想定されることから、事業実施に係る費用等について、
市町村間において調整が必要となる。より効率的な事業とするため、実施形態としては下記が基本となる。

【利用者の居住市町村がそれぞれ、域内・域外の施設に委託等して実施する形】

※ 利用者の居住市町村がそれぞれ補助金交付、施設との契約等を行う。
※ 実施施設の事務処理の簡素化の観点から、近隣市町村間において一部事務組合等を創設し、一部事務組合が請求を振り分ける等を行うことも考えられる。
※ 上図においては、都道府県への事務委任がなされた場合を想定。

国

都道府県

実施施設
（Ａ市所在）

Ａ 市

利用者
（Ａ市在住）

Ｂ 市

補助金

補助金

委託料
（補助金）

委託等契約

利用料
サービス提供

利用料

手続き等の流れ

資金の流れ

補助金申請

補助金申請

利用者
（Ｂ市在住）

委託等契約

委託料
（補助金）

補助金申請

補助金
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事業担当職員の類型

職員が通常勤務する日※１

休日
（教育課程時間） （教育課程時間外）

４時間程度まで 合計８時間まで 合計８時間超 合計８時間まで 合計８時間超

専任職員 ○ ○ ○ ○ ○

兼任職員

学級担任等の
常勤教員

×※２ ×※２ ○※３ ○※３ ○※３

非常勤講師、
主幹教諭専任化
代替職員等

×※４ ○※５ ○ ○ ○

（参考）
適用補助単価

在園児 基本単価 長時間加算単価 休日単価 長時間加算単価

非在園児※６、※７ 休日単価 長時間加算単価 休日単価 長時間加算単価

※１ 長期休業期間における職員が通常勤務する日を含む。
※２ 公定価格で措置されているため、配置職員数に算入不可。
※３ 公定価格外の超過勤務・休日勤務分は、配置職員数に算入可。
※４ 加配加算（満3歳児対応配置加算、チーム保育加配加算、主幹教諭等専任化加算）の適用に当たり常勤換算算入されている職員については、

配置職員数に算入不可。
※５ 教育課程時間の勤務内容・時間との区分が契約・職務命令等により明確となるよう留意。

※６ 非在園児の利用は、一時預かり事業（一般型）の併用により支援することを想定しているが、ごく少数の利用にとどまる場合は、一般型を併用
することなく幼稚園型の支援対象として構わない。

※７ 非在園児の利用に係る補助単価は調整中。

（参考）一時預かり事業（幼稚園型）の配置職員に算入できる担当職員のパターン
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１ 実施主体
市町村（市町村が認めた者へ委託することができる）

２ 実施場所
当該児童の居宅

３ 対象児童

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった以下の要件に該当する乳児又は幼児
（１）障害、疾病等の程度を勘案して集団保育が著しく困難であると認められる乳幼児
（２）母子家庭等の乳幼児（保護者が一時的に夜間及び深夜の就労等により一時預かりが必要となった場合）
（３）離島その他の地域に居住する乳幼児（保護者の一時的な就労等により一時預かりが必要となった場合）

４ 実施要件
（１）訪問型の利用にあたっては、市町村と協議のうえ利用の決定を行うこと
（２）一時預かり事業の他の類型を実施することができないやむを得ない場合に限る

５ 職員配置
配置基準 １：１
従事者 必要な研修を終了した保育士、保育士と同等以上の知識及び経験を有すると市町村長が認める者

６ 利用者負担
本事業の実施に必要な経費の一部を保護者負担とすることができること
なお、派遣のための交通費は実費徴収とする

７ 補助単価（１日）
（１） ４ｈ以上 利用児童１人あたり８，２００円
（２） ４ｈ未満 利用児童１人あたり４，１００円
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１．一般型

（１）実施場所

市町村以外が設置する保育所、認定こども園、小規模保育事業所、家庭的保育事業所、事業所内保育事業所、駅前

等利便性の高い場所、公共的施設の空き部屋等適切に事業が実施できる施設

（２）対象児童

子ども・子育て支援法第１９条第１項２号及び３号の認定を受け、市町村以外が設置する保育所、認定こども園、小規

模保育事業所、家庭的保育事業所、事業所内保育事業所を利用する児童

（３）職員数

延長保育事業について
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保育所等

小規模保育事業所 家庭的保育 事業所内保育

A型 B型 C型 定員３名
以下

定員４名
以上

A型 B型 定員20名
以上

職員数

乳児
１・２歳児
３歳児
４歳以上児

３：１
６：１
２０：１
３０：１

３：１
６：１
２０：１
３０：１

３：１
６：１
２０：１
３０：１

３：１
６：１
２０：１
３０：１

３：１ ５：１

３：１
６：１
２０：１
３０：１

３：１
６：１
２０：１
３０：１

３：１
６：１
２０：１
３０：１

保育従事者 保育士 保育士

保育士、保
育従事者
（保育士1/2
以上）

家庭的保育
者、家庭的
保育補助者

（家庭的保育
者1/2以上）

家庭的
保育者

家庭的保
育者、家
庭的保育
補助者

保育士

保育士、
保育従事
者（保育
士1/2以
上）

保育士



（４）実施要件

①標準時間認定（現行同様）（家庭的保育除く）

・１時間延長 開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施

延長時間内の１日あたり平均対象児童数※が６人以上いること

・２時間延長 開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施

延長時間内の１日あたり平均対象児童数※が３人以上いること

・３時間以上 １時間毎に区分した延長時間以上の延長保育を実施

各延長時間内の１日あたり平均対象児童数※が３人以上いること

・３０分延長 上記の各延長時間に該当しないもので、３０分以上の延長保育を実施

延長時間内の１日あたり平均対象児童数※が１人以上いること

※平均対象児童数は年間の延長時間区分毎における各週毎の最も多い利用児童数をもって平均

（小数点以下第１位を四捨五入）

②標準時間認定（家庭的保育）

・１時間延長 開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施

延長時間内の１日あたり平均対象児童数※が２人以上いること

・２時間延長 開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施

延長時間内の１日あたり平均対象児童数※が１人以上いること

・３時間以上 １時間毎に区分した延長時間以上の延長保育を実施

各延長時間内の１日あたり平均対象児童数※が１人以上いること

・３０分延長 上記の各延長時間に該当しないもので、３０分以上の延長保育を実施

延長時間内の１日あたり平均対象児童数※が１人以上いること

※平均対象児童数は年間の延長時間区分毎における各週毎の最も多い利用児童数をもって平均

（小数点以下第１位を四捨五入）
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③短時間認定（新規）

○１１時間の開所時間内における延長保育

・１時間延長 利用時間帯を越えて１時間以上の延長保育を実施

延長時間内の平均対象児童数※が１人以上いること

・２時間延長 利用時間帯を越えて２時間以上の延長保育を実施

延長時間内の平均対象児童数※が１人以上いること

・３時間延長 利用時間帯を越えて３時間の延長保育を実施

延長時間内の平均対象児童数※が１人以上いること

※平均対象児童数は年間の延長時間区分毎における各週毎の最も多い利用児童数をもって平均

（小数点以下第１位を四捨五入）

○１１時間の開所時間を超える延長保育

・各延長時間の取扱いについて標準時間認定と同様

・各時間帯における平均対象児童数の算定については標準時間認定児と合算して算出

○利用時間の前及び後で延長保育を実施する場合は、前後の延長保育時間及び、対象児童を合算することはせ

ず、前及び後でそれぞれで算出
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29

（前）

標準時間認定利用時間（１１時間）

（前）

（後）

（後）短時間認定利用時間（８時間）

6 7 1
7

1
6

8 1
8

1
9

（例）開所時間：７～１８時、コアタイム：８～１６時に設定した施設

平均対象児童数を算出

平均対象児童数を算出
※短時間認定の利用があれば、
標準時間認定の利用者と
合算して算出する。



（５）算定方法

①標準時間認定（現行同様）

・各事業所における延長時間区分単価を適用

②短時間認定（新規）

・延長時間毎に１人あたり年額単価を設定

・複数の延長時間区分に該当する場合は、実施要件を満たす最も長い延長時間区分を適用

・補助額算定 ＠単価×在籍する短時間認定児童数

（６）利用者負担

各市町村において決定（現行同様）

30

【算定例】 保育所に在籍する短時間認定児童数が５人、１時間延長の平均対象児童数が１人以上である場合

１７，２００円（保育所・１時間延長単価）×５人＝８６，０００円（補助基準額）



２．訪問型（新規）

（１）実施場所
当該児童の居宅

（２）対象児童

子ども・子育て支援法第１９条第１項２号及び３号の認定を受け、市町村以外が設置する保育所、認定こども園、小規

模保育事業所、家庭的保育事業所、事業所内保育事業所、居宅訪問型保育事業所を利用する児童で以下に該当する

場合

①居宅訪問型保育事業を利用する児童で利用時間を超える場合【居宅訪問型】

②保育所等の施設における利用児童数が１名となった場合【その他】
（短時間認定児の利用については、標準認定児の利用がない場合に限る）

（３）職員配置
配置基準 １：１
従事者 必要な研修を終了した保育士、保育士と同等以上の知識及び経験を有すると市町村長が認める者

31

○訪問型の創設について

居宅訪問型保育事業利用児童の延長保育ニーズ、施設における少人数の延長保育ニーズや障害児等への対応
を充実させるため創設



（４）実施要件

①標準時間認定

・１時間延長 開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施

延長時間内の利用が年２６日以上あること

・２時間延長 開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施

延長時間内の利用が年２６日以上あること

・３時間以上 １時間毎に区分した延長時間以上の延長保育を実施

延長時間内の利用が年２６日以上あること

・３０分延長 上記の各延長時間に該当しないもので、３０分以上の延長保育を実施

延長時間内の利用が年２６日以上あること

②短時間認定

・１時間延長 利用時間帯を越えて１時間以上の延長保育を実施

延長時間内の利用が年２６日以上あること

・２時間延長 利用時間帯を越えて２時間以上の延長保育を実施

延長時間内の利用が年２６日以上あること

・３時間以上 利用時間帯を越えて３時間の延長保育を実施

延長時間内の利用が年２６日以上あること

③その他

・利用時間の前及び後で延長保育を実施する場合は、前後の延長時間を合算することはせず、前及び後で

それぞれで算出

・ 訪問型の利用にあたっては、市町村と協議のうえ利用の決定を行うこと
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（５）算定方法

①標準時間認定
・各事業所における延長時間区分単価を適用

・複数の延長時間区分に該当する場合は、実施要件を満たす最も長い延長時間区分を適用

②短時間認定
・延長時間毎に１人あたり年額単価を設定

・複数の延長時間区分に該当する場合は、実施要件を満たす最も長い延長時間区分を適用

・１１時間の開所時間を超える延長保育を実施する場合は標準認定の単価と合算して算出

（６）利用者負担
各市町村において設定

33

開所時間 ７～１８時 コアタイム８～１６時に設定した施設

【算定例１】 短時間認定 訪問型（居宅訪問） １６～１８時の２時間の延長保育を利用する場合
２時間延長 ３８６，３００円

※短時間認定２時間単価

【算定例２】 短時間認定 訪問型（居宅保育） １６～１９時の３時間の延長保育を利用する場合
３時間延長 ３８６，０００円＋２００，０００円＝５８６，０００円

※短時間認定２時間単価＋標準時間認定１時間単価



病児対応型・病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）

事業内容
地域の病児・病後児について、病院・保育
所等に付設された専用スペース等において
看護師等が一時的に保育する事業

保育中の体調不良児を一時的に預かるほ
か、保育所入所児に対する保健的な対応
や地域の子育て家庭や妊産婦等に対する
相談支援を実施する事業

地域の病児・病後児について、看護師
等が保護者の自宅へ訪問し、一時的に
保育する事業
※平成２３年度から実施

対象児童

当面症状の急変は認められないが、病気の
回復期に至っていないことから（病後児の
場合は、病気の回復期であり）、集団保育
が困難であり、かつ保護者の勤務等の都合
により家庭で保育を行うことが困難な児童
であって、市町村が必要と認めた乳幼児又
は小学校に就学している児童

事業実施保育所に通所しており、保育中
に微熱を出すなど体調不良となった児童
であって、保護者が迎えに来るまでの間、
緊急的な対応を必要とする児童

病児及び病後児

実 施 主 体 市町村（特別区を含む）（市町村が認めた者へ委託等も可）

実 施 要 件

■ 看護師：利用児童おおむね１０人につ
き１名以上配置

保育士：利用児童おおむね３人につき
１名以上配置

■ 病院・診療所、保育所等に付設された
専用スペース又は本事業のための専用施
設 等

■ 看護師等を常時1名以上配置（預か
る体調不良児の人数は、看護師等１名
に対して２名程度）

■ 保育所の医務室、余裕スペース等で、
衛生面に配慮されており、対象児童の
安静が確保されている場所 等

■ 預かる病児の人数は、一定の研修
を修了した看護師等、保育士、家庭
的保育者のいずれか１名に対して、
１名程度とすること 等

交付実績
(Ｈ2５年度)

１,１７３か所
（病児対応型６２０か所、病後児対応型５５３か所）

（延べ利用児童数 約５２万人）
５３２か所 ３か所

補 助 率 １／３ 国 １／３ 都道府県 １／３ 市町村 １／３

病児保育事業について
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○ 質の改善
１ 病児対応型、病後児対応型について、利用の少ない日において地域の保育所等への情報提供や巡回など地域全体の保育の
質の向上につながる機能を評価し、基本分補助単価の改善を行う。

２ 体調不良児対応型について、看護師等２名以上配置としている実施要件を、看護師等１名以上の配置で実施できるよう改
善を行う。



○クラブ数 ２２，０８４か所 （参考：全国の小学校20,357校）
○登録児童数 ９３６，４５２人
○利用できなかった児童数（待機児童数） ９，９４５人〔利用できなかった児童がいるクラブ数 1,753か所〕

【事業の内容、目的】

【現状】（クラブ数及び児童数は平成２６年５月現在）

【事業に対する国庫補助の内容】

○運営費等
原則、平日（200日：３時間以上開所）と土日、長期休暇等（50日以上：８時間以上開所）
を合わせた年間250日以上開設するクラブに補助。
・支援の単位の児童数が40人の場合（基準額：370.6万円〔総事業費741.2万円〕）
・学校の余裕教室等を改修する場合（基準額：700万円）
・備品購入のみの場合（基準額：100万円）
【「放課後子ども総合プラン」による量的拡充のための市町村への支援策の充実】
放課後子ども環境整備事業の充実（一体型の放課後児童クラブ・放課後子供教室の
強力な推進、幼稚園・認定こども園等の活用の促進）、
放課後児童クラブ運営支援事業（仮称）、放課後児童クラブ送迎支援事業（仮称）
【質の改善事項（※全額消費税財源を活用）】
放課後児童クラブ開所時間延長支援事業、障害児を５人以上受け入れている場合の加配職員の配置、
19人以下の小規模クラブにおける職員の複数配置

○整備費
・新たにクラブを整備する場合（基準額：2,442.7万円）のほか、改築、拡張及び大規模修繕による整備を支援。
※市町村が設置する場合、国・都道府県・市町村が3分の1ずつ負担（平成27年度から、大都市特例の適用はなし）。

○平成２７年度予算案 ５７５．０億円
※年金特別会計子ども・子育て支援勘定に計上

放課後児童クラブの概要

運営費の負担の考え方

1 / 2

1 / 3

1 / 3

1 / 3国
1 / 6

都道府県
1 / 6
市町村

1 / 6

保護者
1 / 2

1 / 2（基準額）
※国(1/6)は事業主拠出金財源

共働き家庭など留守家庭の小学校に就学している児童に対して、学校の余裕教室や児童館、公民館などで、放課後等に
適切な遊び、生活の場を与えて、その健全育成を図る
（平成9年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第6条の3第2項〉）
※平成24年の児童福祉法改正により、対象年齢を「おおむね10歳未満」から「小学校に就学している」児童とした（平成27年４月施行予定）

【今後の展開】

○「放課後子ども総合プラン」（平成２６年７月３１日文部科学省と共同で策定）
⇒国全体の目標として、平成３１年度末までに、
・放課後児童クラブについて、約３０万人分の受け皿を新たに整備
・全小学校区（約２万か所）で一体的に又は連携して実施し、うち１万か所以上を一体型で実施

※平成27年度から、大都市特例の適用はなし

35



放課後児童クラブ関係・平成27年度予算（案）の概要

１．運営費等 ４３１．７億円【対前年度比 ７３．０億円増】 子ども・子育て支援交付金（仮称）：内閣府予算に計上

（１）量的拡充

① 受入児童数の拡大 936,452人（26年度） → 1,105,656人（27年度） ［約16.9万人増］

② 補助対象の拡大等
ア 10人未満の放課後児童クラブについても補助対象とする（特例分（開設日数200～249日）も同様）
イ 補助単価の設定をクラブ単位から「支援の単位」に見直し

③ 既存施設の改修や修繕等に係る補助の見直し
放課後児童クラブ設置促進事業（小学校の余裕教室など既存施設の改修、設備の整備・修繕及び備品の
購入に要する経費の補助）について、新たに放課後児童クラブを実施する場合に加え、既に放課後児童クラブ
を実施している場合についても補助対象とする。

○ 「放課後子ども総合プラン」（平成26年７月31日文部科学省と共同で策定）に基づき、平成31年度末までに、
放課後児童クラブについて、約30万人分の受け皿を新たに整備することを目指して、平成27年度予算（案）
に「量的拡充」及び「質の改善」に必要な経費を計上し、市町村における子ども・子育て支援事業計画に基づく
取組を支援
○ 放課後児童クラブ関係予算 ５７５．０億円【対前年度比 １９１．３億円増】

93.6万人

平成26年度 27年度 31年度・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

110.6万人 124.2万人

約30万人分
約16.9万人分

（参考）

市町村子ども・子育て支援事業計画の期間（平成27～31年度）

（※）平成31年度の数値は、潜在ニーズも含めた利用ニーズ（「量の見込み」）の全国集計値
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④ 「放課後子ども総合プラン」による量的拡充のための市町村への支援策の充実

ア 放課後子ども環境整備事業の充実
一体型の放課後児童クラブ・放課後子供教室の強力な推進 ７．１億円【拡充】
（ア）事業内容
小学校の余裕教室を改修等して放課後児童クラブを設置するとともに放課後子供教室と一体的に実施する場合には、これまでの
放課後児童クラブ設置促進費及び放課後児童クラブ環境改善費に加えて、一体的に実施する際に必要となる設備の整備・修繕
及び備品の購入に係る経費の上乗せ補助を行う。

［（※）次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画への一体型の目標事業量等の記載を補助要件とする。］
（イ）補助基準（加算）額（案）：１，０００千円

幼稚園・認定こども園等の活用の促進 ３．９億円【拡充】
（ア）事業内容
幼稚園、認定こども園等を活用して、放課後児童クラブの設置促進を図るために必要となる小学生向けの遊具等を購入等する
ための環境改善経費（設備の整備・修繕及び備品の購入）の補助を行う。

［（※）次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画への一体型の目標事業量等の記載を補助要件とする。］
（イ）補助基準額（案）：５，０００千円

イ 放課後児童クラブ運営支援事業（仮称） ２．６億円【新規】
（ア）事業内容
放課後児童クラブにおける待機児童の解消を加速するための措置として、小学校の余裕教室等を活用しているにもかかわらず、
待機児童が存在している地域において、学校敷地外の民家・アパート等を活用して放課後児童クラブを新たに運営するために必要な
賃借料の補助を行う。

［（※）次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画への一体型の目標事業量等の記載を補助要件とする。］
（イ）補助基準額（案）：３，０８０千円

ウ 放課後児童クラブ送迎支援事業（仮称） ４．２億円【新規】
（ア）事業内容
授業終了後に学校敷地外の放課後児童クラブに移動する際に、子どもの安全・安心を確保するため、地域において子どもの健全
育成等に関心を持つ高齢者や主婦等の活用等による送迎支援を行うことで、市域内の需給バランスの改善を図り、もって待機児童の
解消を促進するための補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：４３５千円
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（２）質の改善

① 放課後児童クラブ開所時間延長支援事業 ４２．９億円【継続・拡充】
（ア）事業内容
保育所との開所時間の乖離を縮小し、保育の利用者が就学後も引き続き放課後児童クラブを円滑に利用できるように、18時半を
超えて開所し、

（ⅰ）家庭・学校等との連絡・情報交換等業務に主担当として従事する者を配置するクラブに非常勤職員１名分の処遇改善経費を
上乗せ

（ⅱ）または、地域の中核的な放課後児童クラブに非常勤職員１名分を常勤職員とするための処遇改善経費を上乗せ
するために必要な経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：（ⅰ）１，５３９千円 （ⅱ）２，８３１千円

② 障害児を５人以上受け入れている場合の加配職員の配置 ７．０億円【新規】
（ア）事業内容
放課後児童クラブで障害児の受入れを行う場合、受け入れる障害児数に関わらず職員を１名加配しているところであるが、障害児
５人以上の受入れを行う場合については、加配職員１名に追加して更に１名を配置するために必要な経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：１，７１２千円

③ 19人以下の小規模クラブにおける職員の複数配置 ４．０億円【新規】
（ア）事業内容
「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」では、放課後児童支援員等の２人以上の配置を基本としているため、
19人以下の小規模クラブについて、複数配置して運営することが可能となるよう、必要な経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：５３２千円
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２．整備費 １４３．３億円【対前年度比 １１８．３億円増】

市町村が、子ども・子育て支援法に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画及び「放課後子ども総合プラン」に位置付
けた放課後児童クラブの整備を行うための経費に対する補助を行う。

（１）実施主体：市町村

（２）補助対象事業者：市町村、社会福祉法人、学校法人、公益法人

（３）補助率：１／３（大都市特例なし）
国：１／３、都道府県１／３、市町村１／３

国：２／９、都道府県２／９、市町村２／９、社会福祉法人等１／３

（４）平成２７年度予算（案）における改正内容
① 対象か所数の増

３１９か所（26年度） → １，０９６か所（27年度（案））

② 資材費・労務費等の上昇を踏まえた補助基準額の引上げ
創設整備 ２３，５５６千円（26年度） → ２４，４２７千円（27年度（案））

③ 学校敷地内等に整備する場合の補助基準額の新設（「放課後子ども総合プラン」による量的拡充の
ための市町村への支援策の充実）
一体型の放課後児童クラブ・放課後子供教室の強力な推進を図るため、放課後子供教室を実施する小学校の

敷地内又は当該小学校隣接地に放課後児童クラブを設置する場合に、補助基準額引上げによる補助を行う。
学校敷地内等創設整備 ４８，８５９千円（27年度（案））

④ 補助対象事業者
社会福祉法人、公益法人に加えて、新たに学校法人を追加

子ども・子育て支援整備交付金（仮称）：内閣府予算に計上
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３．その他（放課後児童支援員等研修関係） 職員の資質向上・人材確保等研修事業 １５．７億円の内数
子ども・子育て支援対策推進事業費補助金（仮称）：厚生労働省予算に計上

（１）放課後児童支援員認定資格研修事業【新規】
① 事業内容
「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」に基づき、放課後児童クラブに従事する放課後児童支援
員として認定されるためには、都道府県知事が行う研修（認定資格研修）を修了することが必要となるため、都道府県
が認定資格研修を実施するために必要な経費の補助を行う。

② 実施主体：都道府県
③ 補助基準額（案）：１回当たり ８１０千円
④ 補助率：国１／２、都道府県１／２
⑤ その他：放課後児童クラブに従事している者が認定資格研修を受講する際の代替職員の雇上げ等経費については、

運営費に計上。

（２）放課後児童支援員等資質向上研修事業【拡充】
① 事業内容
「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」に基づき、都道府県が行う認定資格研修は、新たな基準
に基づく放課後児童支援員としてのアイデンティティを持ってもらい、その意義や新たな役割、職務内容等を改めて認識
してもらうために、現在放課後児童クラブに従事している者にも受講を課しているところであり、これまで都道府県等が
実施してきた資質の向上を図るための研修とは性格を異にすると位置づけられるため、都道府県等が放課後児童支援
員等の質の向上のための現任研修を引き続き行う必要があることから、当該研修を実施するために必要な経費の補助
を行う。
また、平成27年度からは、実施主体に市町村を追加して、より身近な場所で効果的かつ効率的に研修が実施できる
体制を整備する。

② 実施主体：都道府県、指定都市、中核市、市町村
③ 補助基準額（案）：１か所当たり １，４２４千円
④ 補助率：国１／２、都道府県・指定都市・中核市・市町村１／２
⑤ その他：放課後児童クラブに従事している者が当該研修を受講する際の代替職員の雇上げ等経費については、運営費

に計上。
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放課後児童クラブの「支援の単位」当たりの運営費の内容

平成26年度
（36～45人単価）

平成27年度（案）
（36～45人単価）

基本額
3,935,000円

長期休暇補助者加算
（適正規模移行加算

（40人規模のクラブが最高額））
1,020,000円

大規模加算
（36人以上のクラブに計上）

1,900,000円
事業費ベース：

6,855,000円
（国庫補助基準額：

3,427,000円）

基本額
7,412,000円

事業費ベース：
7,412,000円

（国庫補助基準額：
3,706,000円）

開設日数加算
（29,000円×日数）

開設日数加算
（30,000円×日数）

○ 「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」に基づき、運営費の国庫補助基準額の見直しを行うこととし、
賃金単価の見直し、研修関係経費の充実などに必要な経費を計上。

（参 考）

※大規模加算及び長期休暇補助者加算については、
基本額に含まれている。

うち人件費相
当分：
5,100,000円
うち研修関係
経費：
247,000円

うち人件費相
当分：
5,329,000円
（賃金単価の増）

うち研修関係
経費：
793,000円
（対象人数、日
数、回数の増）

長時間開設加算

（585,000円×
年間平均時間数）
※平日分

（263,000円×
年間平均時間数）
※長期休暇等分

長時間開設加算

（557,000円×
年間平均時間数）
※平日分

（251,000円×
年間平均時間数）
※長期休暇等分
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１ 補足給付事業について

○ 子ども・子育て支援新制度においては、地域子ども・子育て支援事業として、実費徴収に係る補足
給付を行う事業を規定している。

実費徴収に係る補足給付を行う事業について

（子ども・子育て支援法（抜粋））

第５９条 市町村は、内閣府令で定めるところにより、第６１条第１項に規定する市町村子ども・子育て支援事

業計画に従って、地域子ども・子育て支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

三 支給認定保護者のうち、当該支給認定保護者の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して市町村が

定める基準に該当するもの（以下この号において「特定支給認定保護者」という。）に係る支給認定子ども

が特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育又は特例保育（以下この号において「特

定教育・保育等」という。）を受けた場合において、当該特定支給認定保護者が支払うべき日用品、文房具

その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費

用その他これらに類する費用として市町村が定めるものの全部又は一部を助成する事業



２ 補足給付事業のスキーム

○ 新制度においては、運営基準第１３条第４項等の規定に基づき、日用品、文房具等の購入に要する
費用、及び、食事の提供に要する費用等について、市町村の定める利用者負担額とは別途、各施設事業
者において実費徴収を行うことが出来ることとされており、この実費徴収額について、低所得世帯を対
象に費用の一部を補助する事業を実施する。

○ 当該補足給付事業については、認定区分に応じて対応が異なる「給食費（副食材料費）」と、それ
以外の「教材費・行事費等」に分けて費用の一部を補助する事業を行う。

①給食費（副食材料費）

給食費（副食材料費＊）については、以下のとおり公定価格上の対応が異なることから、補足給付
事業においては、認定区分に応じて対応する。＊副食材料費及び調理に係る光熱水費等（調理員の人件費は含まない）

（公定価格上の対応）

教育標準時間認定（１号）：主食費・副食費のいずれも実費徴収

保育認定３歳以上（２号）：主食費は実費徴収

副食費は公定価格の対象とし、利用者負担額により相当額を徴収(生活保護世帯は徴収無し)

⇒補足給付事業として１号認定の副食費相当額を支援

②教材費・行事費等（給食費以外）

給食費以外の教材費・行事費等については、公定価格上、認定区分ごとの違いはないことから、認
定区分にかかわらず対応する。
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補足給付
（基準額）

保護者負担
（基準額を超える部分）

生活保護世帯
（第１階層）

①給食費（副食材料費）

保護者負担

生活保護世帯以外
（第２階層～）

生活保護世帯
（第１階層）

②教材費・行事費等（給食費以外）

保護者負担

生活保護世帯以外
（第２階層～）

（事業のイメージ）

（対象者）

生活保護世帯（第１階層に該当する者）

（基準額（１人当たり月額））

①給食費（副食材料費）

１号認定：４，５００円（副食費相当）

②教材費・行事費等

１号～３号認定を通じて同額：２，５００円

（事業概要）

１．運営基準第１３条第４項等の規定に基づき徴収する実費徴収額について、①給食費（副食材費）と、②教材費・
行事費等（給食費以外）に分けて金額を計算

２．「１」で算出した①、②ごとの実費徴収額と、①、②ごとの基準額を比較して低い方の額を選定

３．「２」により選定された額を市町村が補助（以下のＡ又はＢにより市町村から補助）
Ａ 市町村が施設に対して補助（施設は対象者の実費徴収額から補助額分を軽減して徴収）

Ｂ 市町村が対象者に対して補助（施設は対象者から実費徴収額全額を徴収）

４．市町村の補助額について、国・都道府県がそれぞれ１／３ずつ補助 44

補足給付
（基準額）

保護者負担
（基準額を超える部分）



第１３条
４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教育・保育において提供される便宜に
要する費用のうち、次の各号に掲げる費用の額の支払を支給認定保護者から受けることができる。
一 日用品、文房具その他の特定教育・保育に必要な物品の購入に要する費用
二 特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用
三 食事の提供に要する費用（法第１９条第１項第三号に掲げる小学校就学前子どもに対する食事の提
供に要する費用を除き、同項第二号に掲げる小学校就学前子どもについては主食の提供に係る費用に
限る。）
四 特定教育・保育施設に通う際に提供される便宜に要する費用
五 前四号に掲げるもののほか、特定教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、特定教
育・保育施設の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、支給認定保護者に負担させ
ることが適当と認められるもの

第４３条
４ 特定地域型保育事業者は、前３項の支払を受ける額のほか、特定地域型保育において提供される便宜
に要する費用のうち、次の各号に掲げる費用の額の支払を支給認定保護者から受けることができる。
一 日用品、文房具その他の特定教育・保育に必要な物品
二 特定地域型保育等に係る行事への参加に要する費用
三 特定地域型保育事業所に通う際に提供される便宜に要する費用
四 前三号に掲げるもののほか、特定地域型保育において提供される便宜に要する費用のうち、特定地
域型保育事業の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、支給認定保護者に負担させ
ることが適当と認められるもの

（参考）特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（抜粋）
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多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業概要（巡回支援）

※平成26年度は「新規参入施設への巡回支援事業」として実施

○ 目的 「待機児童解消加速化プラン」に基づく保育の受け皿の確保や、新制度において住民ニーズに沿っ
た多様な保育の提供を進める際に、多様な事業者の能力を活用するため、新規参入施設等の事業
者（以下、「新規参入事業者」という。）への支援を行い、地域ニーズに即した保育等の事業の拡大を

図る。

○ 実施主体 市町村（特別区を含む。以下同じ。）とする。
なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。

○ 事業内容

○ 支援対象 保育所、小規模保育事業、認定こども園を始め、一時預かりや地域子育て支援拠点事業などの子育
て支援事業に新規に参入する事業者であって、市町村において支援が必要と認めた事業者

○ 国庫補助率 １／３ （地方負担：２／３）

新規参入事業者に対し、当該施設等における事業の推進状況等に応じて、市町村の支援チームに
より、次の①～⑤のいずれか１つ又は複数の事業を実施するものとする。

①事業開始前における事業運営や事業実施に関する相談・助言、各種手続きに関する支援等を
行う事業
②事業開始後、事業運営が軌道に乗るまでの当面の間、保護者や地域住民との関係構築や、利
用児童への対応等に関する実地支援、相談・助言等を行う事業
③小規模保育事業の連携施設のあっせんなど、事業実施に当たっての連携先の紹介等を行う事業
④小規模保育事業の連携施設に係る経過措置として、支援チーム自らが連携施設に代わる巡回
支援等を行う事業
⑤その他、新規参入事業者が円滑に事業を実施できるよう、市町村が適当と認めた事業
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子ども・子育て支援新制度において住民ニーズに沿った多様な教育・保育の提供を進める上で、多様な主体による事業実施を
促進することが必要であるため、私学助成（特別支援教育経費）や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要な子ど
も（以下「対象障害児」という。）を認定こども園で受け入れる場合に、職員の加配に必要な費用を補助することで、子ども一人一
人の状態に応じた適切な教育・保育の機会の拡大を図る。

１ 実施主体
市町村（特別区を含む。以下同じ。）

２ 実施場所
認定こども園

３ 対象となる子ども

○ 認定こども園に在籍している対象障害児。（対象となる施設類型は６を参照）。
○ 対象障害児の障害の範囲や認定方法等は私学助成や障害児保育事業における自治体の実施状況を踏まえて検討中。

＜参考（現行制度の国庫補助における実施要件）＞
・私学助成
幼稚園において、当該都道府県の区域内にある２人以上の障害児を受け入れていること。
（対象となる障害の範囲は各都道府県の判断による。）

・障害児保育事業（H15より一般財源化。一般財源化前のH14年度時点の補助要件は以下のとおり）
保育所において、以下の①及び②に該当する障害児を受け入れていること。
①集団保育が可能で日々通所できるもの。
②特別児童扶養手当の支給対象であるもの。
※平成19年度から軽度障害まで範囲を拡大。
※障害児保育の必要性については、市町村の判断によるものであるが、専門医の診断書・意見書に基づく判定や保育
関係者、医療関係者、行政関係者等で構成する判定会議に基づく判定などの方法が採られている実態がある。

多様な主体の参入促進事業（特別支援）について
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☆：多様な主体の参入促進事業 ○：私学助成（特別支援教育経費） ●：一般財源化前の障害児保育事業

※ 学校法人化を予定する園を含む

認定こども園 １号 ２号 ３号

幼保
連携型

学校法人立※
旧接続型 ○ ○ ●

旧並列型 ○ ● ●

上記以外 ☆ ● ●

幼稚園型

幼稚園部分が
学校法人立※

単独型 ○ ○ －

接続型 ○ ○ ☆

並列型 ○ ☆ ☆

上記以外
単独型 ☆ ☆ －

接続型・並列型 ☆ ☆ ☆

保育所型 ☆ ● ●

地方裁量型 ☆ ☆ ☆

４ 補助要件
当該認定こども園において、２人以上の障害児（対象障害児以外も含む）を受け入れていること。

５ 補助単価（仮）

対象障害児１人当たり 月額 ６５，３００円

６ 対象となる施設
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認可幼稚園

預かり保育

３～５歳

０～２歳 認可保育所

認可幼稚園

預かり保育

●幼保連携型認定こども園：並列型

３～５歳

０～２歳

幼保連携型認定こども園の諸類型

○ 現在、幼稚園と保育所により構成されている幼保連携型認定こども園は、新たな「学校及び児童福祉施設としての法的位置
付けを持つ単一の施設」となる

認可保育所

３号認定・施設型給付

２号認定・施設型給付
１号認定・施設型給付
＋一時預かり事業

１号認定

一時預かり事業（幼稚園型）

３～５歳

０～２歳

２号認定

３号認定

教育時間は１号・２号子どもを
通じて学級を編制し、各学級に
専任の保育教諭を１人配置。

★新幼保連携型認定こども園

※ 受入れ対象年齢は各施設の判断で設定可能

※単一の施設として一体的に運用

共通利用時間は満３歳以上児につ
いて学級を編制し、少なくとも1人の

学級担任を担当

共通利用時間は満３歳以上児につ
いて学級を編制し、少なくとも1人の

学級担任を担当

●幼保連携型認定こども園：接続型
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○ 幼稚園型認定こども園は、施設体系の制度改正はなく、具体的な認定要件や申請手続は基本的に現行どおり。国の参酌基
準を基に各都道府県が条例等で定める認定基準に従い、各都道府県が認定する。

認可幼稚園
併設

認可外保育施設

預かり保育

●幼稚園型認定こども園：並列型

３～５歳

０～２歳

認可幼稚園

預かり保育

●幼稚園型認定こども園：接続型

３～５歳

０～２歳 併設
認可外保育施設

認可幼稚園

預かり保育

●幼稚園型認定こども園：単独型

３～５歳

※ 受入れ対象年齢は各施設の判断で設定可能

※ 共通利用時間 は満３歳以上児について学級を編制し、少なくとも1人の学級担任が担当

幼稚園型認定こども園の諸類型

３
号
認
定

施
設
型
給
付

２号認定・施設型給付１号認定・施設型給付＋一時預かり事業

１号認定

一時預かり事業（幼稚園型）

３～５歳

０～２歳

２号認定

３号認定

★幼稚園型認定こども園：接続型

併設保育機能施設
※児童福祉法の届出対象外（児
童福祉法施行規則第４条）

２号認定・施設型給付
１号認定・施設型給付＋一時預かり事業

１号認定

一時預かり事業（幼稚園型）

３～５歳

２号認定
認可
幼稚園

★幼稚園型認定こども園：単独型

２号認定・施設型給付１号認定・施設型給付＋一時預かり事業

１号認定

一時預かり事業（幼稚園型）

３～５歳

０～２歳
３号認定

認可
幼稚園

★幼稚園型認定こども園：並列型

認可
幼稚園

２号認定

号
認
定

施
設
型
給
付

３
号
認
定

施
設
型
給
付併設保育機能施設

※児童福祉法の届出対象外（児
童福祉法施行規則第４条） 50



●保育所型認定こども園

３～５歳

０～２歳

保育所型認定こども園の類型

○ 保育所型認定こども園は、施設体系の制度改正はなく、具体的な認定要件や申請手続は基本的に現行どおり。国の参酌基
準を基に各都道府県が条例等で定める認定基準に従い、各都道府県が認定する。

※ 受入れ対象年齢は各施設の判断で設定可能 ※ 共通利用時間 は満３歳以上児について学級を編制し、少なくとも1人の学級担任が担当

認可保育所
３
号
認
定

施
設
型
給
付

２号認定・施設型給付１号認定・施設型給付＋一時預かり事業

１号認定

一時預かり事業

３～５歳

０～２歳

２号認定

３号認定

★保育所型認定こども園

●地方裁量型認定こども園

地方裁量型認定こども園の類型
○ 地方裁量型認定こども園は、施設体系の制度改正はなく、具体的な認定要件や申請手続は基本的に現行どおり。国の参酌
基準を基に各都道府県が条例等で定める認定基準に従い、各都道府県が認定する。

３
号
認
定

施
設
型
給
付

２号認定・施設型給付１号認定・施設型給付＋一時預かり事業

１号認定

一時預かり事業

３～５歳

０～２歳

２号認定

３号認定

★地方裁量型認定こども園

※ 受入れ対象年齢は各施設の判断で設定可能 ※ 共通利用時間 は満３歳以上児について学級を編制し、少なくとも1人の学級担任が担当

一時預かり事業

３～５歳

０～２歳

認可外保育施設

一時預かり事業
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